
事 業 概 況 （1月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成27年 1月末現在における保険給付支払総額は624,467,388千円で、前年同期

に比べて0.5％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が309,888,799千円で49.6％と最も大きく、次いで療養

補償給付が189,949,675千円で30.4％を占めている。以下、休業補償給付が13.4％、障害補償一時金が4.2％、遺族補償

一時金が1.0％、介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が10.8％増、遺族補償一時金が6.5％

増、療養補償給付が4.2％増、葬祭料が2.9％増となっているのに対し、障害補償一時金が2.7％減、年金等給付が1.3％

減、介護補償給付が0.7％減、休業補償給付が0.2％減となっている。（第１表） 

　　　　　区　分 平成25年度 26年1月末 平成26年度 27年1月末

対前年同 対前年同

 保険給付 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 621,218,316 100.0 △ 1.4 624,467,388 100.0 0.5

療 養 補 償 給 付 182,327,306 29.3 △ 0.2 189,949,675 30.4 4.2

休 業 補 償 給 付 83,926,926 13.5 △ 2.1 83,756,740 13.4 △ 0.2

障 害 補 償 一 時 金 26,914,964 4.3 △ 0.5 26,178,270 4.2 △ 2.7

遺 族 補 償 一 時 金 5,826,713 0.9 △ 12.0 6,203,742 1.0 6.5

葬 祭 料 1,881,022 0.3 △ 6.7 1,935,508 0.3 2.9

介 護 補 償 給 付 5,764,166 0.9 △ 0.9 5,721,933 0.9 △ 0.7

年 金 等 給 付 313,825,631 50.5 △ 1.7 309,888,799 49.6 △ 1.3

二 次 健 康 診 断 等 給 付 751,588 0.1 5.5 832,721 0.1 10.8

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が187,052,689千円で30.0％、「その他の事業」が168,595,374   

千円で27.0％、「製造業」が156,018,176千円で25.0％となっている。以下、「運輸業」が10.4％、「鉱業」が4.6％、「林

業」が2.0％、「船舶所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となって

いる。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が9.3％増、「その他の事業」が3.2％増、

「運輸業」が1.0％増となっているのに対し、「漁業」が6.7％減、「鉱業」が5.2％減、「林業」が4.1％減、「電気、ガス、

水道又は熱供給の事業」が2.2％減、「建設事業」が0.2％減となっている。なお、「製造業」は変化がなかった。（第２表） 



　　　　　区　分 平成25年度 26年1月末 平成26年度 27年1月末

対前年同 対前年同

　　業　種 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全　 　業 　　種 621,218,316 100.0 △ 1.4 624,467,388 100.0 0.5

林　　  　　　業 13,043,179 2.1 △ 6.6 12,510,919 2.0 △ 4.1

漁　　　  　　業 2,290,750 0.4 4.7 2,137,479 0.3 △ 6.7

鉱　　　  　　業 30,410,819 4.9 △ 6.7 28,816,191 4.6 △ 5.2

建　 設　 事　 業 187,512,988 30.2 △ 1.7 187,052,689 30.0 △ 0.2

製　 　造　 　業 156,065,756 25.1 △ 2.8 156,018,176 25.0 0.0

運　 　輸　 　業 64,592,356 10.4 1.2 65,247,378 10.4 1.0
電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
1,553,263 0.3 19.1 1,518,928 0.2 △ 2.2

そ の 他 の 事業 163,396,791 26.3 0.6 168,595,374 27.0 3.2

船舶所有者の事業 2,352,413 0.4 3.6 2,570,254 0.4 9.3

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が164,742,735千円で53.2％と最も大きく、次いで

障害補償年金が116,284,735千円で37.5％、傷病補償年金が28,861,329千円で9.3％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 103,641,283 千円で 33.4％、「製造業」が 88,990,189

千円で28.7％、「その他の事業」が56,416,444千円で18.2％となっている。以下、「運輸業」が10.4％、「鉱業」が6.4％、

「林業」が2.0％、「漁業」が0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％とな

っている。（第３表） 

平成26年度　27年1月末現在

　　　　 区　分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

 業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全　 　業 　　種 116,284,735 164,742,735 28,861,329 309,888,799 100.0

林　　  　　　業 1,797,196 4,021,213 322,966 6,141,375 2.0

漁　　　  　　業 337,590 1,042,060 35,859 1,415,509 0.5

鉱　　　  　　業 1,816,066 12,791,203 5,259,692 19,866,960 6.4

建　 設　 事　 業 33,513,103 59,375,567 10,752,613 103,641,283 33.4

製　 　造　 　業 44,423,300 39,137,296 5,429,593 88,990,189 28.7

運　 　輸　 　業 11,897,666 18,351,521 1,983,971 32,233,158 10.4

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
206,908 581,493 59,240 847,641 0.3

そ の 他 の 事業 22,243,129 29,181,961 4,991,354 56,416,444 18.2

船舶所有者の事業 49,777 260,422 26,042 336,240 0.1

構　成　比 37.5% 53.2% 9.3% 100.0% －

構成比

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

(注 2) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 3) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

 



保 険 料 

 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成27年 1月末現在における保険料徴収決定済額は851,196,771千円で、前年同

期に比べて4.6％増となっている。保険料収納済額は617,869,540千円で、前年同期に比べて5.0％増となっている。また、

収納率についてみると72.6％となっており、前年同期に比べて0.3ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が380,459,518千円で44.7％と最も大きく、次いで、

「建設事業」が 212,732,263 千円で 25.0％、「製造業」が 161,462,026 千円で 19.0％を占めている。以下、「運輸業」が

8.3％、「船舶所有者の事業」が1.6％、「林業」が0.6％、「鉱業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、

「漁業」が0.2％となっている。（第４表） 

区　分

平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度平成26年度

業　種 26年1月末 27年1月末 26年1月末 27年1月末 26年1月末 27年1月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全　 　業 　　種 814,087,823 851,196,771 100.0 4.6 588,381,634 617,869,540 100.0 5.0 72.3 72.6

林　　  　　　業 5,132,408 5,276,554 0.6 2.8 3,735,626 3,907,989 0.6 4.6 72.8 74.1

漁　　　  　　業 1,990,788 2,030,543 0.2 2.0 1,372,971 1,418,608 0.2 3.3 69.0 69.9

鉱　　　  　　業 3,084,004 3,100,302 0.4 0.5 2,020,922 2,059,341 0.3 1.9 65.5 66.4

建　 設　 事　 業 190,316,478 212,732,263 25.0 11.8 141,072,950 157,410,847 25.5 11.6 74.1 74.0

製　 　造　 　業 158,291,321 161,462,026 19.0 2.0 110,707,570 113,769,219 18.4 2.8 69.9 70.5

運　 　輸　 　業 68,431,760 70,300,695 8.3 2.7 45,092,713 47,060,176 7.6 4.4 65.9 66.9

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
2,260,984 2,241,285 0.3 △ 0.9 1,542,695 1,536,725 0.2 △ 0.4 68.2 68.6

そ の 他 の 事業 369,150,934 380,459,518 44.7 3.1 271,971,583 281,075,556 45.5 3.3 73.7 73.9

船舶所有者の事業 15,429,147 13,593,587 1.6 △ 11.9 10,864,604 9,631,079 1.6 △ 11.4 70.4 70.9

収　納　率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。  

 


